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１． はじめに 

2021年8月に公表された IPCC第6次評価報告書第

一作業部会報告書では，気候変動に伴う海面上昇は

「ほぼ確実(virtually certain)」となり，今後の更なる水

災害リスクが懸念される 1)．海面上昇は，ゼロメート

ル地帯を含む都市リスクを更に助長することを意味

し，換言すれば，居住可能地と自然環境との境界線に

変動が生じていると言える．篠原 2)が人新世にある現

代が「自然と人間の境界の不分明化」(1)が今後の思想

的な課題であると捉えたように，人類の住まえる土地

に変化が生じうるとすれば都市計画学や建築学にお

いてこそ，その変化をいち早く認識する必要がある．  
既往研究 3-4)では被災後の移住定住選択において，自

らの選択によって移住が可能な属性（Mobility），自ら

の選択による定住選択を行う属性（Immobility），移住

したくても動けない属性（Trapped Populations），留ま

りたくとも移住を強いられる属性（Forced Displaced）
に分類される(2)．これらの分類は津波，洪水などの急

性の自然災害によって発生するだけではなく，海面上

昇などの慢性的な変化によってももたらされ，気候危

機による難民（Climate Refugee）の増加と居住地によ

る影響の非対称性が懸念される． 
本稿では，既報 5-6)の続編に位置づけられ，復興研究

の基層を成す復興原論の構築を目指し，固定化された

「被災者」というペルソナの細分化，被災後の移住定

住選択における時間スケールの拡張の可能性を示す． 
２． 被災者という固定的なペルソナから複数性へ 

近代，現代を対象にした哲学では，テンニエス 7)の

ゲゼルシャフトとゲマインシャフトのような伝統的

社会と近代社会を対峙的に据え，伝統的な社会との決

別の軌跡をハーバーマス 8)は公共圏の出現と大衆社会

に見出し，その延長線上にボードリヤール 9)は構造的

な消費社会を見出した．同様に，ベックは 10)科学技術

の発展の一つの帰結として，科学によって認知され，

閾値設定によって許容されるリスクは個人化された

ものであり，自然災害などの外部化されたリスクだけ

ではなく予測しづらい解雇などのリスクも個別化さ

れていると指摘した． 
他方で，アレント 11)は労働などに見られる「類（る

い）」としての人間ではなく，異なる個人が「関係の網

の目」の上で自律的な行為を行う「複数性」を提示し，

リスクの個別化とは異なる視点の個を提案している． 
災害復興研究では家屋や家族を失った被災者を一

括りとして捉える傾向にあるが，東日本大震災以降，

世帯の住まいの環境移行 12)や集団移転事業の過程を

個人の語りの集積で形成する研究 13)など，複数性の視

点を有する研究が見受けられる．今後の気候危機にお

ける影響の非対称性を考慮すれば，統計的に捨象され

る複数性に基づいた研究の蓄積が期待される． 
３． 世代間効果による時間スケールの拡張 

被災後の移住定住選択では前田が選択になじまな

い世帯の存在を指摘したように 14)，選択肢自体を設定

することが叶わない被災者も存在しうる．しかしなが

ら，移住定住選択は，自然災害や海面上昇に直面した

該当世代のみで判断されうるのだろうか．既往研究で

は数世代に渡って災害リスクと共生していた地域や
15)，世代を超えて高台移転を実現した地域 16)，戦後の

塩田埋立地での被災 17)等，該当世代のみでは説明が出

来ない事例が散見される．このような受け継がれた土

地所有や生業など「世代間効果」と呼ぶべき被災者属

性の過去に向けた時間スケールの拡張が必要なので

はないだろうか． 
４． 今後の課題：複数性と計画論の重複点 

 複数性と計画論の重複は，公平性の原理によって個

別具体的な課題への対処は容易ではないものの，公平

性の原理をどこまでスケールダウンすれば両立可能

なのだろうか．脱成長論における再ローカル化 18)のよ

うに，公平性の範疇を狭めることで複数性の視点に立

った計画論が実現可能となりうる 3)．そのため，今後

の課題として，国土レベルの広域政策と再ローカル化

の相反併存が可能な均衡点の概念化・事例研究，制度

化に向けた課題抽出が求められるだろう．  



脚注 

(1) 参考文献 2）p.245 
(2) 分類によるラベリング効果として固定概念の生成や

固定的なペルソナを生じさせる懸念があるが，気候危

機による難民の属性理解のステップとして分類化し

ているが，更なる細分化や現象の解明は今後の課題と

なる． 
(3) 再ローカル化と広域政策の相反併存の可能性がある

一方で，これは計画論における根本的な自己矛盾とも

言える．すなわち，個別具体性を抽象化し計画に落と

し込む計画論が根源的に内包する矛盾である．この自

己矛盾の無感覚からの脱却と概念化から議論を構築

する必要があるだろう． 
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